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1996 年には日本の 4 分の 1 以下，アメリカの 6







































1996 年以降 18 年間の設計，製造，組立，テス
ト各部門の平均成長率はそれぞれ 20 パーセン




台湾 日本 アメリカ 合計 設計 製造 組立 テスト
（億米ドル） （億元）
1996 84 336 526 1,882 218 1,256 358 50
1997 86 287 570 2,479 363 1,532 478 106
1998 85 237 576 2,834 469 1,694 540 131
1999 131 290 629 4,235 742 2,649 659 185
2000 229 380 737 7,144 1,152 4,686 978 328
2001 156 248 463 5,269 1,220 3,025 771 253
2002 189 232 497 6,529 1,478 3,785 948 318
2003 238 273 548 8,189 1,902 4,701 1,176 409
2004 329 309 601 10,990 2,608 6,239 1,566 577
2005 348 276 616 11,179 2,850 5,874 1,780 675
2006 428 292 550 13,933 3,234 7,667 2,108 924
2007 447 299 498 14,667 3,997 7,367 2,280 1,023
2008 427 293 511 13,473 3,749 6,542 2,217 965
2009 378 234 400 12,497 3,859 5,766 1,996 876
2010 559 300 - 17,693 4,548 8,997 2,870 1,278
2011 601 260 - 15,627 3,856 7,867 2,696 1,208
2012 552 210 - 16,342 4,115 8,292 2,720 1,215
2013 634 182 - 18,886 4,811 9,965 2,844 1,266
2014 726 174 - 22,033 5,763 11,731 3,160 1,379
（出所）　台湾は『半導體工業年鑑』各年版，日本は「生産動態統計」各年版，アメリカは Statitical Abstract 












































































































































































































































































































































































































































































報』1999 年 10 月 29 日）。また，台湾において設
計会社の設立が続いていたことも理由として挙












































いた［『半導體工業年鑑』1991 年版 ,36,圖 3-7］。
政府はこのようなギャップを縮めるため，1983




ー ゲ ッ ト と す る 製 品 を DRAM（Dynamic
RandomAccessMemory）と ASIC（Application
SpecificIC）（注18）のどちらにするかという論争が


























た（注20）。1987 年に TSMC が設立され，張は会
長に就任した。






































































TechnologyCorp.）， 茂 徳 科 技（ProMOS








































33 パーセントから 2000 年の 63 パーセントに
急増し，以後，製造部門の成長を牽引し続けて
いる。また，台湾は世界のファウンドリ市場に







約 6 年遅れていた。韓国と比べても 4 年の遅れ
があった［『半導體工業年鑑』1991 年版，35-36］。
その後，台湾半導体産業の技術水準は急速かつ
持続的に向上し，台湾は 2000 年，0.15 マイク
ロメートルの段階で最先端の日米に追いついた




























1996 2000 2005 2010 2014
ファウンドリ生産（億元） 399 2,966 3,735 5,830 9,140
台湾の製造部門の生産額における比重（%） 33 63 64 65 78































國時報』2000 年 1 月 28 日］。結果的には，この
選択の違いが両社のその後の発展を分ける重要
























と述べている。1997 年時点において TSMC の
顧客の 7 割以上は設計会社であった［『中國時









































2000 年 2011 年
企業名 売上高 企業名 売上高
1 インテル 30,298 インテル 49,697
2 東芝 10,864 サムスン電子 33,483
3 日本電気 10,643 TSMC 14,600
4 サムスン電子 10,585 テキサスインスツルメンツ 12,900
5 テキサスインスツルメンツ 9,202 東芝 12,745
6 ST マイクロエレクトロニクス 7,890 ルネサスエレクトロニクス 10,653
7 モトローラ 7,678 クアルコム 9,910
8 日立製作所 7,286 ST マイクロエレクトロニクス 9,631
9 インフィニオン・テクノロジーズ 6,732 ハイニックス半導体 9,403
10 マイクロン・テクノロジー 6,314 マイクロン・テクノロジー 8,571
11 ハイニックス半導体 6,287 ブロードコム 7,160
12 フィリップス 6,275 AMD 6,568
13 三菱電機 6,270 インフィニオン・テクノロジーズ 5,599
14 富士通 5,925 ソニー 5,372
15 アギアシステムズ 5,104 富士通セミコンダクター 4,430
16 AMD 4,361 フリースケール・セミコンダクタ 4,408
17 IBM 4,328 NXP セミコンダクターズ 4,147
18 松下電子工業 3,992 エヌヴィディア 3,939
19 ソニー 3,641 エルピーダメモリ 3,891
















































がかかることになった［『中國時報』2001 年 5 月
18 日］。TSMC はこの課題を解決するため，3
段階で IDM との関係の強化を進めていった。
第 1 段階では IDM の技術を使って製造し，次
の段階では相互に開発した技術を組み合わせ，
第 3 段階では共同開発を行うようになった。曽







表 3 にある 2000 年の世界ランキング上位 20 社
はすべて IDM だった。しかし，2005 年から



























































國時報』1997 年 12 月 14 日］。その一環として設
計サービス部門を設立し，顧客に IP を提供す
るライブラリを設けた。ライブラリには自ら開
発した IP や ARM 社などの他社の IP が含まれ，
いずれも製造可能であることが検証されている。

















ことを求めている［『工商時報』2004 年 5 月 28
日］（注37）。創意電子の子会社化によって連盟の
他のメンバーは TSMC から距離を置くように






















たとえば 2011 年の売上高第 18 位のエヌヴィデ
ィアは，まだ規模が小さかった時期から，
TSMC が将来性を見込んで積極的に連携して


































































るにもかかわらず，1990 年には 87 パーセント













































情報機器向け 通信機器向け 民生用機器向け その他
ASSP ASIC ASSP ASIC ASSP ASIC ASSP ASIC
1990 56.0 19.0 0.0 24.0 1.0
1991 45.4 25.3 0.1 28.3 0.9
1992 53.3 25.0 1.0 19.8 0.9
1993 48.1 30.7 3.4 17.0 0.8
1994 22.5 51.5 2.2 23.7 0.1
1995 13.9 54.5 7.8 23.1 0.7
1996 － 67.2 3.0 9.5 0.5 9.2 7.0 2.5 1.1
1997 － 53.4 3.3 12.4 0.9 14.3 9.8 2.8 3.1
1998 － 55.0 7.1 11.7 1.2 11.3 13.1 0.2 0.4
1999 － 66.4 2.7 11.5 1.6 7.6 9.3 0.7 0.1
2000 － 62.9 2.7 13.3 2.3 9.6 6.4 2.2 0.6
2001 － 64.0 1.7 11.5 2.6 14.7 3.3 1.7 35.0
2002 － 58.2 2.4 10.5 3.0 19.2 5.0 1.2 0.5
2003 － 58.5 1.5 9.2 1.5 26.7 1.2 1.4 0.0
2004 － 46.4 2.1 9.7 0.1 33.2 6.4 2.2 0.0
2005 － 43.1 2.5 11.6 1.0 33.1 6.8 1.9 0.0
2006 － 38.0 2.0 15.4 1.3 33.5 7.8 2.0 0.0
2007 － 40.0 2.1 16.0 1.4 32.0 7.0 1.5 0.0
2008 － 40.3 2.1 17.0 1.4 31.3 6.5 1.4 0.0
2009 － 40.1 2.3 18.4 1.3 30.3 6.2 1.4 0.0
2010 － 38.1 2.1 18.5 1.8 31.8 6.2 1.5 0.0
（出所）『半導體工業年鑑』各年版より作成。
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とである。威盛電子は同年 8 月，IDT の CPU
部門の買収も明らかにした［『工商時報』1999 年
8 月 6 日］。
PC133 をめぐる威盛電子とインテルの争い
は，2000 年 7 月に和解に至った［熊2003,154］。




























ることはできなかった。2003 年 4 月，威盛電
子は方針を転換してインテルと和解し［『經濟









である。1997 年に設立され，はじめ CD ドラ
イブ用のチップセットの開発に取り組み，続い








































の，技術が成熟している第 2 世代，第 2.5 世代
に参入するか，技術的には最先端だが市場がま
だ発達していない第 3 世代に参入するかを検討
し，2005 年までは第 2 世代と第 2.5 世代が主流
であると判断，聯発科技は前者を選択した［趙
2002,11-12,26-27］。2003 年 末 に 第 2 世 代 の
G S M （ G l o b a l  S y s t e m  f o r  M o b i l e
Communications）規格のチップセットをリリー





















第 3 世代では 6～7 年（注47），第 4 世代では 1～2
年とギャップを縮小していった［『聯合晩報』
















































































2009 年 に は ク ア ル コ ム か ら WCDMA
（WidebandCodeDivisionMultipleAccess）規格
に関連する特許のライセンスを獲得し［『工商
時報』2009 年 11 月 21 日］，第 3 世代のチップセ
ットをリリースした。聯発科技はすでに中国等
















































































































































































































（注 16）TSMC は事前の計画では，受注の約 7





（注 18）ここでの ASIC は ASSP（Application
SpecificStandardProduct） を 含 む。 な お，
ASIC と ASSP の区分は実際には多分に流動的
である。たとえば，特定のユーザーのために開
発された ASIC が，契約期間が完了すると ASSP
として他のユーザーに供給されることもある。
（注 19）なお，大きな市場をもつ半導体は



















（注 24）陳錦溏氏への 2003 年 5 月 6 日のイン
タビュー。陳氏は 1990 年代当時の華邦電子の経
営幹部。
（注 25）台湾の DRAM 事業の低迷の原因は，
そ れ 自 体， 研 究 す べ き 課 題 で あ る。Fuller,











































（注 37）曽繁城への 2013 年 1 月 31 日のインタ
ビューによれば，創意電子の主たる顧客は中小
の設計会社である。
































ていた［『工商時報』2003 年 7 月 24 日］。一方，
たとえば 2000 年には聯発科技の売上高の 21.25
パーセントを建興電子が占めていた［『工商時
報』2001 年 8 月 13 日］。
（注 47）より具体的な例を挙げるならば，2009
年 11 月の時点において，先進国企業の第 3 世代
規格のチップセットは 2 つのチップに集約され
ていたのに対し，聯発科技のチップセット
MT6268 はまだ 4 つのチップから構成されてい
た。また，先進国企業の伝達速度がすでに第
3.75 世代まで達していたのに対し，聯発科技は
第 3 世代にとどまっていた［『工商時報』2009 年





ーを開発した［『聯合晩報』2013 年 7 月 24 日］。
ただし，クアルコムはコアの数のみが携帯電話
の性能を決定するわけではないとしている［『工



























































ョ ン の ジ レ ン マ　 増 補 改 訂 版 』 翔 泳 社
（Chr i s tensen ,  C layton  M .  2000 .  The 
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Backwardness and Innovation in the Development 
of Taiwan’s Semiconductor Industry
Yukihito Sato
This article examines the development process of Taiwan’s semiconductor industry, which 
has seen innovations derived from its backwardness. This examination is conducted from the 
perspective of revisiting and extending the concept of the “advantages of backwardness,” which 
forms the core of the catch-up industrialization approach. At the birth of Taiwan’s semiconductor 
industry, a national project attempted to build up the industry by utilizing the advantages of 
backwardness. This project shaped the basic structure for the division of labor in the industry and 
enabled its subsectors to develop independently. The fabrication sector is the most important 
subsector in Taiwan’s semiconductor industry and is characterized by a pure-play foundry model. 
Given that Taiwan was too backward to choose more promising products such as DRAM, it had to 
pursue an unprecedented business model specialized in foundry service, although advanced 
countries considered demand for the service to be underdeveloped and hesitated to invest in it. 
Despite being generated by backwardness, the model held much potential and opportunities for 
innovativeness. Taiwanese companies have sustained their leadership in the foundry market by 
discovering and realizing potential innovations step by step. In the design sector, MediaTek 
horizontally extended the follower strategy and unexpectedly pioneered the low-end markets for 
cellular phones in China and other emerging economies. Due to this innovation, the company 
grew to become one of top fabless companies in the world. As Taiwan’s experiences illustrate, we 
can think of various strategies for the development of latecomers, considering not only the 
technological advantages of backwardness but also advantages in market opportunities and 
business models.
